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略歴・業績  

   2015 年 9 月 1 日現在 

氏 名  大竹文雄 

生 年  1961 年 

現 職  大阪大学社会経済研究所 教授 

学 歴  1983 年 3 月 京都大学 経済学部卒 

     1985 年 3 月 大阪大学大学院経済学研究科博士前期課程修了 

 

職 歴  1985年7月～1988年3月 大阪大学経済学部助手 

       1988年4月～1990年3月 大阪府立大学講師 

1990年4月～2001年4月 大阪大学社会経済研究所助教授 

2001年5月～現在     大阪大学社会経済研究所教授 

 

2007 年 4 月～2009 年 3 月 大阪大学社会経済研究所長 

2010 年 4 月～2011 年 8 月 大阪大学総長補佐   

2012 年 4 月～2013 年 8 月 大阪大学理事補佐 

2013 年 8 月～2015 年 8 月  大阪大学理事・副学長 

 

2013 年 7 月 1 日～  大阪大学特別教授 

 

専 門  労働経済学、行動経済学 

学 位  1996 年 3 月 大阪大学博士（経済学） 

 

業 績 

 

１．著書 

1.『租税・社会保障制度の経済分析』、大阪府立大学経済研究叢書 第70冊、大阪府立大学経済学部、

1989年3月. 

2.『スタディガイド・入門マクロ経済学』、日本評論社、1989年3月、（1993年8月に第2版、全283頁）. 

3.『労働経済学入門』日本経済新聞社、1998年4月. 

4.『経済政策とマクロ経済学－改革への新しい提言』日本経済新聞社、1999年10月（岩本康志、斉藤誠、

二神孝一との共著）. 

5.『雇用問題を考える：格差拡大と日本的雇用制度』(大阪大学新世紀セミナーシリーズ)、大阪大学出版

会、2001年3月. 

6.『スタディガイド・入門マクロ経済学（第４版）』日本評論社、2001年3月20日. 

7.『雇用政策の経済分析』東京大学出版会、2001年7月16日（猪木武徳との共編著）. 

8.『解雇法制を考える－法学と経済学の視点』、勁草書房、2002年12月10日（大内伸哉、山川隆一との共

編著）. 

9.『平成不況の論点-検証・失われた十年』東洋経済新報社、2004 年 1 月 29 日、（柳川範之との共編著）. 

10.『解雇法制を考える－法学と経済学の視点』[増補版]、勁草書房、2004 年 5 月 20 日（大内伸哉、山川

隆一との共編著）. 

11.『日本の不平等－格差社会の幻想と未来－』、日本経済新聞社、2005 年 5 月 23 日. 

12.『応用経済学への誘い』日本評論社、2005 年 10 月 15 日、（大竹文雄編著）. 
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13.『経済学的思考のセンス』中央公論新社、2005 年 12 月 20 日. 

14.『脱格差社会と雇用法制』日本評論社、2006 年 12 月 25 日、（福井秀雄・大竹文雄共編著） 

15.『スタディガイド・入門マクロ経済（第 5 版）』日本評論社、2007 年 9 月. 

16. 『こんなに使える経済学―肥満から出世まで』ちくま新書、2008 年 1 月 8 日、（大竹文雄編著）. 

17.『雇用社会の法と経済』有斐閣、2008 年 2 月、（荒木尚志、大内伸哉、大竹文雄、神林龍編著） 

18.『格差と希望』筑摩書房、2008 年 6 月 25 日. 

19.『競争と公平感－市場経済の本当のメリット』中公新書、2010 年 3 月 25 日、（全 272 頁） 

20.『日本の幸福度 格差・労働・家族』日本評論社、2010年7月25日、（大竹文雄・白石小百合・筒井義

郎編著）. 

21.『脳の中の経済学』ディスカバー携書、2012 年 12 月 30 日、大竹文雄・田中沙織・佐倉統 

22.『最低賃金改革 日本の働き方をいかに変えるか』日本評論社、2013 年 7 月 15 日、（大竹文雄・川口

大司・鶴光太郎編著）. 

23.『経済学のセンスを磨く』日本経済新聞出版社、2015 年 5 月 8 日、全 216 頁、大竹文雄著 

 

 

２．学術論文 

２－１．レフェリー雑誌 

 

1. 「直間比率の経済分析：効率と公平のジレンマ」、『経済研究』、第 36 巻、第 2 号、1985 年 4 月、

pp.97-109、（本間正明、跡田直澄、岩本康志、大竹文雄共著）. 

2. 「失業と雇用保険制度」、『季刊理論経済学』、第 38 巻、第 3 号、1987 年 9 月、pp.245-257. 

3. “Postwar Business Cycles in Japan: A Quest for the Right Explanation”, Journal of the Japanese and 

International Economies, Vol.1, December 1987, pp.373-407, (Hiroshi Yoshikawa and Fumio 

Ohtake). 

4. 「実質賃金の伸縮性をめぐって」、『日本労働協会雑誌』、1988 年 7 月号、pp.43-52. 

5. “An Analysis of Female Labor Supply, Housing Demand and the Saving Rate in Japan”, European 

Economic Review, Vol.33, May 1989, pp.997-1030, (Hiroshi Yoshikawa and Fumio Ohtake). 

6. 「遺産動機と高齢者の貯蓄・労働供給」、『経済研究』、第 42 巻、第 1 号、1991 年 1 月、pp.21-30. 

7. 「税制改革の分配的側面」、『経済研究』、第 42 巻、第 1 号、1991 年 1 月、pp.56‐66、（高山憲之、舟

岡史雄、有田富美子、上野大、久保克行共著）. 

8. 「外国人労働者と日本人労働者との代替・補完関係」、『日本労働研究雑誌』、Vol.35、No.12、1993 年

12 月、pp.2-9、（大日康史、大竹文雄共著）. 

9. “Testing the Matching Hypothesis: The Case of Professional Baseball in Japan with Comparisons to the 

U.S”, Journal of the Japanese and International Economies, Vol.8, No.2, June 1994, pp.204-219, 

(Fumio Ohtake and Yasushi Ohkusa). 

10. 「1980 年代の所得・資産分配」、『季刊理論経済学』、Vol.45、No.5、1994 年 12 月、pp.385-402. 

11. 「査定と勤続年数が昇格に与える影響：エレベーター保守サービス会社のケース」、『経済研究』、

Vol.46、No.3、1995 年 7 月、pp.241-248. 
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12. 「税制・社会保障制度とパートタイム労働者の労働供給行動」、『季刊社会保障研究』、V0l.31、No.2、

1995 年 9 月、pp.120-134、（安部由起子・大竹文雄共著）. 

13. 「地域間環境格差の実証分析」、『日本経済研究』、No.30、1995 年 12 月、pp.94-137、（赤井伸郎・大

竹文雄共著）. 

14. “The Effect of Demographics on the Japanese Housing Market”, Regional Science and Urban 

Economics, Vol.26, No.2, April 1996, pp.189-201, (F. Ohtake and Mototsugu Shintani). 

15. 「人口高齢化と消費の不平等度」、『日本経済研究』、No.3、1996 年 11 月、pp.11-35、（大竹文雄、斉

藤誠共著）. 

16. “The Relationship between Supervisor and Workers :  The Case of Professional Baseball  in Japan”, 

Japan and the World Economy, Vol.8, No.4, December 1996, pp.475-488, (Yasushi Ohkusa and 

F. Ohtake). 

17. "Productivity Effects of Profit Sharing, Information Sharing and ESOPs," Journal of the Japanese and 

International Economies, Vol.11, No.3, September 1997, pp.385-402, (Yasushi Ohkusa and F. 

Ohtake) 

18. 「「職種格差」か「能力格差」か？：職種間賃金格差に関する実証分析」『日本労働研究雑誌』No.39、

No.10、(No.449)、1997 年 10 月、pp.37-49、（奥井めぐみ、大竹文雄共著） 

19※. "Population Aging and Consumption Inequality in Japan," The Review of Income and Wealth, 

Ser.44, No.3, September 1998, 361-381, (F. Ohtake and Makoto Saito) 

20. "Labor Demand and the Structure of Adjustment Costs in Japan," Journal of the Japanese and 

International Economies, Vol. 12, No.2, pp.131-150, 1998 (Andrew Hildreth and F. Ohtake) 

21. 「所得不平等化の背景とその政策的含意：年齢階層内効果、年齢階層間効果、人口高齢化効果」

『季刊社会保障研究』第 35 巻第 1 号、国立社会保障・人口問題研究所、1999 年 6 月、pp.65-76

（大竹文雄、斉藤誠共著） 

22. 「少年犯罪と労働市場：時系列および都道府県別パネル分析」『日本経済研究』日本経済研究セン

ター、2000 年３月、pp.40-65（大竹文雄、岡村和明共著） 

23. 「定期借家制度が家賃に与える影響」『日本経済研究』No.42、日本経済研究センター、2001 年 3 月、

pp.1-20（大竹文雄、山鹿久木共著） 

24. 「ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰ使用が賃金に与える影響」『日本労働研究雑誌』No.494、日本労働研究機構、2001 年 9

月 25 日、pp.16-30（小原美紀、大竹文雄共著）  

25. 「デフレ下の雇用対策」『日本経済研究』No.44、日本経済研究センター、2002 年 3 月、pp.22-45（大

竹文雄、太田聰一共著） 

26. "A Test of the Full Insurance Hypothesis: The Case of Japan" Journal of the Japanese and International 

Economies, Vol. 16, No. 3, pp.335-352, Sep. 2002, (Miki Kohara, Fumio Ohtake and Makoto 

Saito) 

27. 「私的医療保険需要の決定要因：入院診療と医療費負担」『医療と社会』Vol.12 No.3, （財）医療科

学研究所、2002 年 12 月 10 日、pp.117-136、（澤野孝一朗、大竹文雄共著） 

28. 「予防行動における医療保険の役割-喫煙情報の経済学的価値-」『医療経済研究』Vol. 13, 2003、 

医療経済研究機構、2003 年７月 31 日、pp.5-21（澤野孝一朗、大竹文雄共著） 
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29. 「成果主義的賃金制度と労働意欲」、『経済研究』、2003 年 7 月、Vol. 54, No.3, pp. 1-20、(大竹文雄、

唐渡広志) 

30. 「定期借家制度と民間賃貸住宅市場」『都市住宅学』43 号、(社)都市住宅学会、2003 年 10 月 31 日, 

pp.78-83、（山鹿久木、大竹文雄） 

31. 「所得格差と再分配政策」『現代経済学の潮流 2004』、東洋経済新報社、2004 年 10 月 6 日、

pp.107-128 

32. 「医療サービスと予防行動に関する研究サーベイ-予防政策評価のための一試論」『医療経済研究』、

医療経済研究機構、Vol.15、2004 年 10 月 31 日、pp.37-49.(澤野孝一朗、大竹文雄共著） 

33※. "Who Supports Redistribution?" Japanese Economic Review, Vol. 55, No. 4, December 2004, 

pp.333-354. （Fumio Ohtake and Jun. Tomioka) 

34. 「個別労働紛争の決定要因」『日本労働研究雑誌』、No.548、2006 年 3 月、pp.4-19（大竹文雄、奥平

寛子）. 

35. 「年齢間労働代替性と学歴間賃金格差」『日本労働研究雑誌』、No.550、2006 年 5 月、pp.51-66（野

呂沙織、大竹文雄）. 

36. 「都市雇用圏からみた失業率の地域的構造」『応用地域学研究』第 11 号、2006 年、pp.1～12.（周燕

飛、大竹文雄） 

37. 「失業の増加と不平等の拡大」『日本経済研究』Ｎｏ.55、2006 年 10 月、pp.22-42, (小原美紀、大竹文

雄). 

38. On Effects of the Hyogo Earthquake on Household Consumption: A Note," Hitotsubashi Journal of 

Economics, Vol.47(2), 219-228, Dec.2006, (M. Kohara F. Ohtake and M. Saito) 

39. 「労働と幸福度」、『日本労働研究雑誌』、No.558、2007 年 1 月、pp.4-18（佐野晋平、大竹文雄）. 

40. 「犯罪発生の地域的要因と地価への影響に関する分析」『日本経済研究』No.56、2007 年 3 月、

pp.70-91（沓澤隆司、山鹿久木、水谷徳子、大竹文雄） 

41. 「所得格差に対する態度：日米比較」『現代経済学の潮流 2007』東洋経済新報社（大竹文雄、竹中

慎二)2007 年 9 月 6 日、pp.67-99. 

42※. "Testing the Morale Theory of Nominal Wage Rigidity", Industrial and Labor Relations Review, Oct. 

2007, Vol.61No.1, pp. 59-74, (D. Kawaguchi and F. Ohtake)  

43. 「上限金利規制の是正：行動経済学アプローチ」『現代ファイナンス』Ｎo.22、2007 年 9 月、 pp.3-23、

（筒井義郎、大竹文雄、晝間文彦、池田新介）. 

44. "Experiments on Risk Attitude: the Case of Chinese Students," China Economic Review, Vol. 19(2), 

2008（June 2007 ネット公開）, pp.245-259 (Shunichiro SASAKI, Shiyu XIE, Fumio OHTAKE, 

Jie QIN, Yoshiro TSUTSUI).  

45. "Inequality in Japan," Asian Economic Policy Review, Vol. 3(1), June 2008, pp. 87-109. 

46. "The Productivity of Public Capital: Evidence from Japan's 1994 electoral reform," Vol. 23, September 

2009, pp. 332-343. Journal of the Japanese and International Economies, ( Daiji Kawaguchi, 

Fumio Ohtake and Keiko Tamada) 

47.「スポーツ活動と昇進」『日本労働研究雑誌』、No.587、2009 年 6 月号、ｐｐ.62-89.（佐々木勝・大竹文

雄） 



5 

48. "Time Discounting: Declining Impatience and Interval Effect," Journal of Risk and Uncertainty, Aug 

2009, Vol. 39, No. 1, pp.87-112. doi:10.1007/s11166-009-9073-1 (Yusuke Kinari, F. Ohtake and 

Yoshiro Tsutsui) 

49.「自信過剰が男性を競争させる」『行動経済学』Vol.2、 No.1、2009 年 7 月 23 日（水谷徳子、奥平寛子、

木成勇介、大竹文雄） 

50. ”Koizumi carried the day: Did the Japanese election results make people happy and unhappy?”  

European Journal of Political Economy, Vol. 26(1), March 2010, pp. 12-24, (Y. Tsutsui, M. 

Kimball and F. Ohtake)    doi:10.1016/j.ejpoleco.2009.08.002.                            

51※.” Hyperbolic discounting, the sign effect, and the body mass index,” Journal of Health Economics, 

Vol.29(2), march 2010, pp.268-284（Shinsuke Ikeda, Myon-Il Kang, and Fumio Ohtake） 

52.「親の失業が新生児の健康状態に与える影響」『日本労働研究雑誌』No.595, 2010 年 1 月 25 日、

pp.15-26，（小原美紀・大竹文雄） 

53. "The Effects of Demographic Change on Public Education in Japan," The Economic Consequences of 

Demographic Change in East Asia, NBER-EASE Vol. 19, Takatoshi Ito and Andrew Rose, 

editors, Oct. 2010 pp.193-223. (F. Ohtake and S. Sano)  

54.「失業率と犯罪発生率の関係-時系列および都道府県別パネル分析」『犯罪社会学研究』No.35, 2010

年 10 月 1 日、pp.54-71.(大竹文雄・小原美紀） 

55. "Altruism and the Care of Elderly Parents ： Evidence from Japanese Families," The Japanese 

Economy, vol.38, no.2, pp.3-18. Jul.2011.(Miki Kohara and Fumio Ohtake) 

56."Second-to-fourth digit ratio and the sporting success of sumo wrestlers," Evolution and Human 

Behavior, Vol. 33-2, March 2012(Available online 6 Oct. 2011), pp. 130–136.(Rie Tamiya, Lee 

SunYoun, Fumio Ohtake) 

57. “Asking about changes in happiness in a daily web survey and its implication for the easterlin 

paradox、” Japanese Economic Review, Vol.63, No.1, Mar. 2012, pp.38-56 (Y. Tsutsui and F. 

Ohtake). 

58.「経済実験による危険回避度の特徴の解明」『行動経済学』第 5 巻、pp.1-18、2012 年 4 月（大竹文雄・

筒井義郎） 

59. "How do high school graduates in Japan compete for regular, full timejobs? An empirical analysis 

based upon an internet survey of the youth," Japanese Economic Review, Vol.63(3), Sep. 2012、

(Kenn Ariga, Masako Kurosawa, Fumio Ohtake, and Masaru Sasaki) 

60. “Organization adjustments, job training and productivity: Evidence from Japanese automobile makers,” 

Journal of The Japanese and International Economies, vol.27, Mar. 2013, pp.1-34, (K. Ariga, M. 

Kurosawa, F. Ohtake, M. Sasaki and S. Yamane). 

61. “Socio-Emotional Status, Education, and Time-Discounting in Japanese Non-Smoking Population: A 

Multi-Generational Study,” Psychology Vol.4 No.2, Feb. 2013, (S. Yamane, T. Takahashi, A. 

Kamesaka, Y. Tsutsui,F. Ohtake). 

62. “What does a Temporary Help Service Job Offer? Empirical Suggestions from a Japanese Survey,”  

Journal of The Japanese and International Economies, Vol. 28, Jun. 2013, pp. 37–68 (Hiroko 
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Okudaira, Fumio Ohtake, Koichi Kume, and Kotaro Tsuru) 

63.「非正規労働者における社会的排除の実態とその要因」『日本労働研究雑誌』No.634、2013 年 5 月、

pp.100-115、(久米功一・大竹文雄・鶴光太郎・奥平寛子） 

64.「努力の成果か運の結果か？日本人が考える社会的成功の決定要因」『行動経済学』、2013 年 6 月 6

日、PP.137-151、（緒方里紗・小原美紀・大竹文雄） 

65.「幸福度・満足度・ストレス度の年齢効果と世代効果」『行動経済学』、2013 年 7 月 30 日、（黒川博文・

大竹文雄） 
66. 「若者の就業問題と日本経済」『経済政策ジャーナル』日本経済政策学会、勁草書房、第 10

巻第 2 号、2013 年 9 月 20 日、pp.73-76. 
67.「期限付きキャッシュバック制度が退去行動に与える影響：大阪市住宅供給公社の事例」『都

市住宅学』、No.84，2014 年 1 月 31 日、pp.90-98（森知晴・大竹文雄） 
68. "Corporate Sports Activity and Work Morale: Evidence from a Japanese Automobile Maker,"『行動経

済学』、Vol.6(2013)、2014 年 4 月 11 日、pp.37-46(M. Sasaki and F.Ohtake) 
69."Neural mechanisms of gain-loss asymmetry in temporal discounting,"Journal of Neuroscience, 16 

April 2014, 34(16), pp.5595-5602, (Saori Tanaka, Katsunori Yamada, Hiroyasu Yoneda, and 
Fumio Ohtake)   doi:10.1523/JNEUROSCI.5169-12.2014 

70. “Performance-pay and the gender wage gap in Japan,” Journal of the Japanese and International 
Economies, Vol. 34, December 2014, pp. 71–88( Hui-Yu Chianga, Fumio Ohtake) 

doi: 10.1016/j.jjie.2014.05.003 
 

71. "Procrastinators and hyperbolic discounters: Transition probabilities of moving from temporary into 
regular employment,"Journal of The Japanese and International Economies, Vol. 34, Dec. 2014, 
pp. 291–314, (Sun Youn LEE and F. Ohtake)     doi:10.1016/j.jjie.2014.10.001          

72. "Older Sisters and Younger Brothers: The Impact of Siblings on Preference for Competition," 
Personality and Individual Differences, Vo.82, Aug. 2015, pp.81–89 (H. Okudaira, Y. Kinari, N. 
Mizutani, F. Ohtake and A. Kawaguchi)                    doi:10.1016/j.paid.2015.02.037 

73. “Diminishing Marginal Utility Revisited Kimball,’ SSRN: http://ssrn.com/abstract=2592935, April 10, 

2015(Miles S. and Ohtake, Fumio and Reck, Daniel H. and Tsutsui, Yoshiro and Zhang, Fudong)  

                             doi.org/10.2139/ssrn.2592935 

 

２－２．レフェリー雑誌以外の学術論文 
 
1.「ライフサイクル成長モデルによるシミュレーション分析：パラミターの推定と感度分析」、『大阪大学経済

学』、第 36 巻、第 3・4 号、1987 年 3 月、pp.99-109、（本間正明、跡田直澄、岩本康志大竹文雄

共著） 
2. 「年金：高齢化社会と年金制度」、浜田宏一、堀内昭義、黒田昌裕編『日本経済のマクロ分析』所収、

東京大学出版会、1987 年 6 月、pp.149-175、（本間正明、跡田直澄、岩本康志共著）. 
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